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全日本海員組合不当労働行為再審査事件 

（平成 29年(不再)第５号）命令書交付について 

 

中央労働委員会第一部会（部会長 荒木尚志）は、平成３１年４月１７日、標記事件に関する命令

書を関係当事者に交付しましたので、お知らせします。 

命令の概要は、次のとおりです。 

 

【命令のポイント】 

 ～ 第２回団体交渉から第４回までの団体交渉における対応は誠実交渉義務を尽くしてはい

ないとされた事案 ～ 

   海員組合と従業員組合との間で実施された平成２７年４月１０日、同年５月２０日及び７月２

９日の団体交渉における団交事項の議題「新再雇用職員規定の遡及的撤廃と旧再雇用職員規定が

有効であることの確認」（団交事項①）及び「組合従業員規定の労働基準監督署への届出」（団

交事項②）における海員組合の対応は、従業員組合の具体的な質問に対し、具体的な理由や根拠

等について説明をしておらず、全日本海員組合従業員労働組合の理解を得るべく相応の努力を尽

くしていたとはいえないことから、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たる。 

 

 

Ⅰ 当事者 

１ 再審査申立人 ：全日本海員組合従業員労働組合（従業員組合）（石川県内灘町） 

         組合員 5人（平成 27年 9月現在） 

２ 再審査被申立人：全日本海員組合（海員組合）（東京都港区） 

         日本人組合員約 2 万人、外国人組合員約６万人（平成 27年 9月現在） 

 

Ⅱ 事案の概要 

１ 本件は、従業員組合と海員組合との間で、平成２７年４月１０日（第２回団交）、同年５月２０

日（第３回団交）及び同年７月２９日（第４回団交）に実施された団体交渉における「新再雇用職

員規定の遡及的撤廃と旧再雇用職員規定が有効であることの確認」（団交事項①）及び「組合従業

員規定の労働基準監督署への届出」（団交事項②）について、海員組合が誠実に団体交渉に応じな

かったことが不当労働行為であるとして、従業員組合が、石川県労働委員会（石川県労委）に救済

を申立てた事案。 

２ 初審石川県労委は、第２回から第４回団交における団交事項①について、海員組合が理由として

挙げた再雇用職員の就業体系の違い（理由①）及び財政上の理由（理由②）のうち、第３回から第

４回団交における理由②及び団交事項②についての海員組合の対応は不当労働行為に当たるとし

て、海員組合に対し、団交事項①については、団体交渉において財政事情について具体的な数値を

示すなどした説明及び文書交付を、団交事項②については文書交付を命じ、その余の救済申立てを

棄却したところ、初審命令を不服として、従業員組合が再審査を申し立てた。 
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さらに、従業員組合は、２７年１１月１９日（第５回団交）及び２８年２月６日（第６回団交）

の団体交渉における団交事項①②についての海員組合の対応について、不当労働行為に当たるとし

て、２９年２月１４日、本件再審査申立てに追加して救済申立てを行った（再審査追加救済申立て）。  

 

Ⅲ 命令の概要 

１ 主文 

    ⑴ 初審命令主文第１項１項を変更、同第３項を取り消す（第２回から第４回団交における団交事

項①②の海員組合の対応は、いずれも不誠実団交。）、文書交付。 

  ⑵ 再審査追加救済申立てを却下する。 

２ 判断の要旨 

(1) 争点 1 第２回から第４回団交における団交事項①②の海員組合の対応 

ア 従業員組合が、再雇用職員規定を改定（本件改定）し、期末手当を不支給とした理由の質

問に対して、海員組合は、理由①と理由②と回答した。 

しかし、それまで再雇用職員には出向先から支払われる期末手当と海員組合の規定により

支払われる期末手当との差額を支払っていたにもかかわらず、差額を支払わないこととした

本件改定について、従業員組合は、労働条件の不利益変更であり手続き的にも無効であるの

で撤廃し、遡及的に支給するべきと要求をした。 

これに対して、海員組合は、出向先から支払われる期末手当は「個別の契約」によること、

本件改定により差額が支払われなくなっても、それを前提とした再雇用契約等は、個別の契

約によるので不利益変更ではなく有効であるので、期末手当は支給しないと主張した。 

このように、従業員組合は、本件改定を問題としたのに対し、海員組合は、本件改定は不

利益変更ではないとして、その理由は、理由①に終始し、結局のところ、不利益変更問題に

ついては何ら説明を行っていないことに帰する。 

理由②についての説明をみても、従業員組合から事前質問として、具体的な数値を挙げて

理由②の説明を求められていたにもかかわらず、理由①しか文書で回答せず、第２回団交に

おいて、理由②を質問されると、「認識がもれていた。」「申し訳ありませんでした。」と

謝罪したが、第３回団交でも資料を提示せず、第４回団交においても、定期全国大会資料の

年度別収支推移と勘定科目月別収支表の提示にとどまり、初審命令に従って実施した第１０

回団交において、ようやく、各種財政状況の資料を提示して説明した。 

そうすると、第２回団交から第４回団交における団交事項①についての海員組合の対応

は、全体として誠実交渉義務を尽くしたということはできない。 

イ 海員組合は、第１回団交において、従業員組合から就業規則未届出の理由の質問に対し、

理由を答えなかったが、届出について「真摯に検討させていただきます。」と述べていた。 

  その後、従業員組合から、第２回団交申入れ時に、就業規則未届出の理由の文書回答を求

められると、海員組合は、文書回答どおり「従業員規定を整理している。」と回答し、第３

回団体交渉でも「整理中」との回答にとどまり、第４回団交では、「現実にそぐわない部分

を見直しつつ、アドバイスを受けているため時間を要している」と説明したところ、従業員

組合から「現実にそぐわない部分」の質問や届出時期の見込みの求めに何ら回答しなかった

にもかかわらず、従業員規定を改定等することなく就業規則として届け出ている。 

そうすると、第２回団交における海員組合の対応は、抽象的な回答にとどまり、あるいは

回答を拒否したといわざるを得ないもので、不誠実と認められる。 

 (2)  争点２ 再審査追加救済申立て 

従業員組合が、初審において「救済を請求した事実」は第２回団交から第４回団交までの

不誠実団体交渉であるのは明らかであり、第５回団交及び第６回団交は含まれない。 

よって、その余の点について判断するまでもなく、第５回団交及び第６回団交の救済申立

ては、労委規則第５４条第１項の規定により却下を免れない。 

【参考】 

初審救済申立日 平成 27年９月 28日（石川県労委平成 27 年(不)第２号） 

初審命令交付日 平成 29年１月 11日 

再審査申立日 平成 29年１月 18日 


